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子育てインフォ ③
　子育てに関する手当にはいろいろなものがありますが、今回は子育て応
援課で支給している手当についてご紹介します。
※それぞれの手当には、下記以外の支給要件や申請に必要な書類があり
ます。くわしくはお問い合わせください。

　児童扶養手当・特別児童扶養手当を受けている方は毎年
８月に更新の手続き「現況届」が必要です。この届出は今後
の手当支給を決定する大切な手続きです。７月中旬の案内
文通知後は事前相談も行いますので、必要書類を持参のう
えご来庁ください。

　新しい被保険者証は、７月下旬までに対象者へ簡易書留
で郵送いたします。新しい被保険者証が届きましたら、住
所・氏名・一部負担金の割合を確認してください。
8月からは、医療機関の窓口に新しい被保険者証を見せてく
ださい。

お問い合わせ 子育て応援課　児童家庭グループ　☎８61ー6951

お問い合わせ 子育て応援課　☎861ー6951

お問い合わせ 国民健康保険課　後期高齢者医療グループ　☎862ー4262

●お問い合わせ 個人番号カードの交付等について
上記以外のマイナンバーに関して

ハイサイ市民課
情 報 政 策 課

☎862ー3274
☎861ー0350

児童扶養手当
特別児童扶養手当 「現況届」
児童扶養手当
特別児童扶養手当 「現況届」

平成27年度

　平成28年1月から、社会保障・税番号制度（マイナンバー制度）が始まります。
このコーナーでは、マイナンバー制度について連載でご紹介します。

おしえて！マイナンバー制度 おしえて！マイナンバー制度 第1回第1回

後期高齢者医療（長寿医療）制度後期高齢者医療（長寿医療）制度
被保険者のみなさまへ被保険者のみなさまへ
平成27年8月から被保険者証が切り替わります

　自治体から、住民の一人ひとりに通知され
る12桁の番号です。
年金、雇用保険、医療保険の手続や税の確定
申告の手続など、法令で定められた事務に限
り利用します。

◆マイナンバー制度とは？

国民の利便性の向上
年金や福祉などの申請で、書類の添付が減り
ます。
公平・公正な社会の実現
適正・公平な課税を実現します。
年金などの社会保障を、確実に給付します。
行政の効率化
行政手続が、正確で早くなります。
災害時の行政支援にマイナンバーを活用。

◆マイナンバー制度導入のメリットは？

◆今後のスケジュール

　制度の導入後も、個人情報は各行政機関等
が保有し、利用範囲の中で必要と認められる
場合に限って情報の照会・提供を行う「分散管
理」の方法がとられ、個人情報が一元管理され
ることはありません。制度面やシステム面にお
ける保護措置によって個人情報の流出や不正
使用を防止し、厳格に保護します。

◆個人情報は保護されるの？

　課税所得額が145万円以上のため３割負担となった方で
も、収入額によっては、申請をすることで負担割合が１割に
なる場合があります。くわしくはお問い合わせください。

後期高齢者医療（長寿医療）制度では、被保険者と同世帯の方全員が住民税
非課税世帯の場合、「減額認定証」の交付を受けることで、一部負担金と入
院時の食事代等が減額されます。ただし申請が必要です。

■過去に減額認定証を取得したことのある方は、被保険者証に同封していま
　すので、再申請の手続きは不要です。

●●● 基準収入額適用申請について ●●●

新しい被保険者証

減額認定証

限度額適用・標準負担額減額認定証（減額認定証）

提出期間

有効期限 平成28 年7月31日

児童扶養手当：8月3日（月）～8月31日（月）
特別児童扶養手当：8月11日(火)～9月10日(木)
※土日祝日の受付は行っていません。

児童手当

～住民税非課税世帯のみなさまへ～

受付時間

9:00～16:00（※16：00以降は受付できません。）
※8月13日（木）、14日（金）は「現況届」の受付時間を
19：00まで延長します

受付場所

子育て応援課　児童家庭グループ（本庁３階４５番窓口）

受給者／対象児童を養育している父か母、または父母にか
わって対象児童を養育している方

☆所得額によって、児童手当と特例給付に分けられ手当額が
異なります。児童手当は、児童数や年齢によって１人あたり
10,000円～15,000円　特定給付は、児童１人あたり一律
5,000円

特別児童扶養手当

受給者／対象児童を養育している父か母、または父母にか
わって対象児童を養育している方

☆児童の障がいの程度によって、支給額が異なります。

児童扶養手当

【対象児童：0～15歳（中学校修了前）の児童】

【対象児童：20歳未満で一定程度の障がいに該当する児童】

【対象児童：0～18歳の3月31日までの児童、又は20歳未満で一定程度の障がいのある児童】

受給者／●離婚や死別などによって、ひとり親世帯で対象児
童を養育している父か母、またはその父母にか
わって対象児童を養育している方

●ひとり親世帯ではないが、父もしくは母が一定程度の
障がいのある方

☆所得額によって全部支給と一部支給があり、児童数が2人
以上の場合は加算があります。
☆公的年金の額が児童扶養手当の額よりも少ない場合は、手
当額を調整し年金と併せて受け取ることができます。

平成27年
10月

国民一人一人に個人番号を通知

平成28年
1月

申請により個人番号カードを交付

平成29年
1月

国の行政機関の間で、情報連携開始

平成29年
7月

地方公共団体等も含めた、情報連携
開始

マイナンバー制度について詳しくは

0570-20-0178◎コールセンター

平日 9時30分～17時30分（土日祝日・年末年始を除く）
◎内閣官房「社会保障・税番号制度」ホームページ　http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/bangoseido/

マ イ ナン バー

（全国共通ナビダイヤル）
※通話料がかかります


